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市民にメリットなし！大阪市営地下鉄・市バスの廃止条例可決にあたって（声明） 

 

2017年 3月 28日 

 交通権の確立・大阪市営交通を守り発展させる会 

 

１．市営地下鉄・市バスの「廃止条例」が、本日（3月 28日）の大阪市会本会議で維新・自民・

公明の賛成多数によって可決されました。市民にとってなんらメリットのない「廃止条例」の可

決に強い怒りをもって抗議します。 

 大阪市営交通は 1903年に開業し 1世紀以上の歴史があります。地下鉄は 1933年の御堂筋線の

開通以来 80 年以上の歴史を重ね、市民の税金と乗車料金によって築きあげられてきた市民の貴

重な共有財産です。そして、今や 1日 1億円以上の黒字を生み出す超優良な公営企業に成長して

います。その黒字を活かして市営バスへの支援で市民の足と生活を守ること、転落防止柵の設置

や津波・防災対策の強化など安全対策を充実するなど、いよいよ大阪市民や利用者に大きな貢献

をすることが可能になっていたのです。 

 

２．大阪市は地下鉄民営化のメリットだとして「納税・株の配当で年間約 100億円」も貢献する

ことができると宣伝してきましたが、今回の市会議論の中で地方交付税の減額によって 40 億円

程度でしかないことが明らかになりました。しかも株の配当については、自民党の要求に対して

吉村市長が自分の任期中は「大阪市 100％保有」を約束しましたが、昨年 12月に改訂された「民

営化プラン」には「将来、株式上場が可能な企業体を目指」すという記述が残り、維新の会が「完

全民営化」を大方針としているなど市長の任期後にその約束が担保される保証はどこにもありま

せん。 

また、運賃値下げやトイレの改修などはすでに公営で実現しており民営化後に「目玉となるよ

うなサービス改善はない」と交通局自身が認めています。 

さらに、昨日の委員会での採決を受けて吉村市長が「どこの私鉄にも負けないような民間鉄道

会社になる」と発言していますが、その意図は「ホテル・不動産事業」などを展開し、儲けを増

やすことをめざすことであり、市バスの充実や安全対策の強化など市民サービスを充実すること

ではありません。 

 

３．地下鉄・市バスの民営化によって、職員の退職金を 1,000億円以上も支払うことになり、民

営化後の運転資金が毎年 70 億円程度しか見込めないことが「民営化プラン」で明らかにされて

います。これでは、私たちがこの間強く求めてきた①地下鉄全駅にホームからの転落防止の可動

柵を早急に設置すること。②地震・浸水など利用者の安全確保のため、防災対策を早急に実施す

ること。③路線バスの運行は少なくとも 15 分に 1 本とし、住民の意見に耳を傾け、バス路線の

復活・新設などの改善を行うこと。④地域の生活交通を確保するため、コミュニティバス路線の

復活、再編、新設を行うこと。などの切実な市民の要求の実現が極めて困難にならざるを得ませ

ん。市民にとって民営化のメリットはありません。 

 

４．私たちは、昨年 9月から「地下鉄と市バスの一体運営で便利で安心・安全な市営交通の発展

を求める署名」をとりくみ 3月 24日までに 5万人分を超える署名を大阪市会に提出しました。

また、本年 1月末からは「市営地下鉄と市バスの廃止条例を否決し、早急な安心・安全対策をも

とめる署名」にとりくみ、約 2か月という短期間に 19,881人分を提出してきました。合計 7万

人の方々から頂いた署名に込められた思いは大変強いものがあります。ご協力いただいたみなさ
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んに感謝を申し上げるとともに、今後も署名に込められた熱い要求を実現するために奮闘する決

意を表明いたします。 

 

５．要求署名に込められた課題について以下の方向でとりくみを強めます。 

① 国民には、「誰でも、どこへでも、交通機関を使って、自由に移動ができる権利」＝交通

権があり、公共交通には外出・移動の権利（交通権）を保障する責任があります。ところ

が、現在の市バス事業の現状は市民の移動の権利を侵害し、足を奪うひどい状態になって

います。大阪市をよくする会が昨年６月からとりくんだ市バスアンケートには 1,400通を

超えるハガキが返信され、「医者に行けない」「買い物に行けない」「区役所に行けない」

など深刻な声が書き込まれていました。この現状を「10年間保障」するという市バス民営

化方針では市民の足は守れません。コミュニティバスの実現と路線バスの充実を求め住民

参加の運動を強めます。 

② 転落防止柵の設置は、全国で発生する悲しい死亡事故を受けて国土交通省が前向きにとり

くんでいます。国土交通省の方針を踏まえ、大阪市での二駅（堺筋本町、東梅田）への設

置という極めて不十分な方針の改善を要求します。 

③ 地震・津波・浸水対策の現状は、私たちの独自の調査によっても大変深刻な対策の遅れが

明らかになっています。問題を告発し対策を求めます。 

④ 昨年 12月に改訂された「民営化プラン」に示された（1）総合的な交通政策を担当する新

たな部局を市に新設、（2）現交通局が保有する関西電力株式の時価（約 150億円）相当額

の現金を市に残し、交通政策に充てるために創設する基金の原資とする、（3）今里筋線延

伸区間でＢＲＴ（バス高速輸送システム）社会実験を平成 32年度までに始め数年間行う、

などについて、今後の動きについて監視を強めます。 

 

６．今後、大阪市民が直面する問題は、維新市政による「大阪都構想」への再挑戦であり「特別

区設置法定協議会」設置議案が 5月に継続審議となりました。また、にわか作りの「総合区・合

区案」が発表され、市民にとって難解な「制度論」が持ち込まれています。 

さらに、カジノ・IR の誘致とそれを推進するための万博誘致構想が急浮上しています。橋下

前市長は、地下鉄の「完全民営化」によって株を売却し、他のインフラ整備に投じる資金を生み

出すことを「錬金術」だと言いましたが、カジノ誘致がその目的の事業であることは明らかです。

地下鉄「民営化」と「大阪都構想」は、巨大開発の資金作りの入口であり、その資金の出口にカ

ジノ誘致関連の巨大事業が控えているのです。 

吉村市長の登場によって、強引だった橋下前市長のやり方に変化が生じ、地下鉄「民営化」議

論に段階戦術が用いられてきましたが、民営化のねらいと本質は何も変わっていません。 

 大阪市解体を許さないたたかいと結んで、市民の足と安全・快適な交通体系をつくりあげると

りくみは引き続き重要です。 


